


BCP大阪連絡会について
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BCP大阪連絡会の沿革 各金融機関の動き

一部の先が大阪のBCP拠点を設置

ごく一部の先がデュアルオペレーションを実施

第1回会合（参加社：14先）

約8割の先がデュアルオペレーションを導入

大阪にBCP拠点を

設置する先が増加

デュアルオペレーションを

導入する先が増加

東日本大震災の発生

第2～3回会合（ 〃 ：17先）

第4回会合（ 〃 ：17先）

第5～6回会合（ 〃 ：26先）

第7～8回会合（ 〃 ：28先）

第10回会合（ 〃 ：28先）

第11回会合（ 〃 ：28先）

第12回会合（ 〃 ：27先）

第13回会合（ 〃 ：30先）

新型コロナウイルス感染症の拡大

オンライン

開催

第14回会合（ 〃 ：31先）

第9回会合（ 〃 ：28先）

対面開催
(＋オンライン)

第15回会合（ 〃 ：31先）

時期

2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

～

2021年

2022年

2020年

2026年

第16回会合（ 〃 ：32先）

2023年

2024年

コロナ禍において、在宅勤務がBCPに活用できるこ

とを確認

2025年

第17回会合（ 〃 ：41先）



本資料の構成

１.大阪BCPの対象業務

２.BCP体制（デュアル体制、人員数、人材確保・育成）

３.BCPにおける在宅勤務の活用
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４.外部との連携・訓練



１.大阪BCPの対象業務
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➢ 自己勘定では、資金繰りや資金決済を中心に、多くの金融機関が直ちに復旧を目指す業務と位置付け
ている。

１－１.全社的に重要と考える業務＜自己勘定＞

（出所）本会合参加金融機関へのアンケートのうち、設問単位で有効回答があったもの（以下の頁も同じ）。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

円貨資金繰り

外貨資金繰り

証券繰り

円貨決済

外貨決済

国内証券決済

外国証券決済

デリバティブ決済

直ちに 当日中 それ以外



➢ 「直ちに」復旧を目指す業務については、半数以上がバックアップ拠点およびバックアップシステム
を関西圏に整備しているほか、デュアルオペレーション体制を構築している。

１－２.重要な業務に関するBCP体制
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直ちに
復旧を目指す

当日中に
復旧を目指す

在宅勤務のみで全業務の対応

を想定
在宅勤務とバックアップ拠点

での対応を想定
利用を想定していない

バックアップ拠点 バックアップ拠点の平時の状況 バックアップシステム 在宅勤務

有（関西圏） 有（首都圏）

有（その他） 無
有（関西圏） 有（首都圏）

有（その他） 無

デュアルオペレーション

大阪拠点の固有事務※

利用なし

（※）大阪拠点の固有事務には、融資事務や営業事務などのBCP関連業務以外のものが含まれる。



１－３.重要な業務を特定する際に重視する考え方
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➢ 業務の復旧目標を定める際の考え方として、自社を含むステークホルダーへの影響回避を重視しつつ、
内部リソースも踏まえて検討している先が多い。

自社を含むステイクホルダーへの影響回避を重視

◆ 顧客や取引先への影響を重視し、顧客の生活を支える資金供給などの業務を優先的に維持する。

◆ 自社やステイクホルダーに対する影響を最小化することを事業継続の基本方針としている。

◆ 顧客に代替手段がない場合や顧客から即時対応が求められる業務を特に重視し、業務ごとに優先順位付けを行っている。

金融システムへの影響回避を重視

◆ 業務停止によるシステミックリスクの顕在化を回避することを重視している。具体的には、資金繰りや決済といった金融市場に関
連する基幹的業務やクロスボーダー取引に関連する重要な決済業務の維持を最優先業務としている。

内部リソースや業務特性を重視

◆ 金融機関に求められる社会的な役割を踏まえつつ、自社の財務およびシステム運用能力の範囲内で、事業継続の観点から最適な業
務選定と復旧戦略を策定している。

◆ 業務を行わないことによる事後のリカバリーがどの程度困難かという観点でも重要業務を見直している。



２. BCP体制
（デュアル体制、人員数、人材確保・育成）
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２－１.デュアル体制導入の有無

デュアルオペレーション体制の導入状況（導入の有無）

16年 先行き（3年後）26年4月

8

➢ 大阪拠点においてデュアルオペレーション体制を構築する金融機関は、増加している。

➢ 先行き、4割の先が、さらなる体制の拡大を検討している。

有（現時点から維持）

有（現時点から拡大）

無

有
５割

有
８割強

維持
５割弱拡大

４割

有（現時点から維持）

有（現時点から拡大）

無

無 無

無



フロント業務 バック業務

２－２.デュアル体制の対象業務範囲

9

➢ 円貨決済や国内証券決済業務を中心に、デュアルオペレーションが行われている。

対象業務別にみたデュアルオペレーションの導入状況（金融機関における「有」の回答比率）
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（注）平時からBCP対象業務を行う要員のほか、有事に事務にあたるバックアップ要員も含む。

大阪拠点のBCP配置人員数（首都圏拠点に対する割合）

２－３.大阪拠点におけるBCP体制の陣容
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➢ 東京拠点の人員数に対する大阪拠点の人員数の割合をみると、フロント部門では過去３年で平均値が
２倍程度まで増加した。

➢ バック部門では、分布の下限が上昇しているものの、平均値でみると横ばい圏内にある。
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２－４.人材確保のボトルネック
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➢ 大阪拠点の人材確保に関して、転勤制約がボトルネックと回答した先が５割を超える。

人材確保に関するボトルネック
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既存人員の転勤制約 新規人員の採用難化 業務分野のミスマッチ その他 職種職能のミスマッチ



２－５.人材育成・キャリア形成に関する取り組み
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人材育成・キャリア形成に関する取り組み

◆ 東京と大阪拠点間で転勤や研修を実施。東阪間の相互出張を通
じた業務習得とコミュニケーション強化を進めている。特に中
途採用者には別部署との交流を積極的に行う機会を設けている。

◆ 新卒・中途採用者に対し、東京本社での年単位での業務研修・
経験を提供し、大阪等地方拠点への配属に備える。

◆ 大阪での中途採用者が本社との交流を深め、キャリアを築ける
よう、長期の転勤や研修を実施。本社企画業務に対応可能な知
識・経験を習得する機会を提供しているほか、本社部署の見学
なども積極促進。

◆ 大阪の中でのOJTや日々のルーティン業務内でのスキル習得を通
じた育成を実施。

◆ 首都圏被災シナリオを想定した訓練を定期的に実施。また、グ
ループ会社の社員もBCP要員として活用。

人材確保・配置の難航

◆ 転勤制約のある社員が多いこと等から、大阪拠点の要員確保に
課題を抱えている。

◆ 中途採用者の業務適合性や社員構成の偏り（地域型・全域型社
員、高年齢化）により、配置の柔軟性に欠ける傾向がある。

◆ フルタイム勤務人員や、中堅・管理職クラスの社員確保が困難
であり、勤務条件や人材構造の偏りが課題となっている。

業務やスキルのミスマッチ

◆ 大阪拠点の業務が特定分野に特化しており、キャリアやスキル
の幅を広げる機会が不足している。

◆ 大阪の人材市場において専門性の高い分野（例：決済関連や資
金業務）の経験者が不足しており、採用や配置において職種・
職能が現場のニーズと乖離するケースがみられる。

キャリア形成と拠点間の格差

◆ 大阪拠点では、東京採用に比べキャリア形成の多様性を提供し
にくく、社員のキャリア発展や育成機会が不十分となっている。



３. BCPにおける在宅勤務の活用
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３－１.これまでの在宅勤務の状況
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➢ BCPでの在宅勤務の活用は、コロナ以降大幅に進展。先行きは平時での活用も若干増える見込み。

➢ フロント部門よりもバック部門の方がBCPでの在宅勤務を活用している割合が多い。

BCPにおける在宅勤務の活用

フロント部門 バック部門
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コロナ前 現時点 先行き

BCPで活用しない・未回答
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BCPで活用する（平時も活用）
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３－２.BCP手段の組合せ
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➢ BCP手段として、デュアルオペレーションと在宅勤務を組合せている事例が多くみられた。

➢ デュアルオペレーション以外にも、オンデマンドオペレーション※を活用している先もみられる。

デュアルオペレーションと在宅勤務を組合せている事例

◆ 平時から東阪拠点でデュアルオペレーションを実施するとともに、一部職員が在宅勤務を活用。これによりBCP時へのスムーズな
移行を促進。

◆ 物理的拠点での作業が必要な業務を除き、在宅勤務も併用可能な体制を構築。

デュアルオペレーションとオンデマンドオペレーションと在宅勤務を組合せている事例

◆ 最重要業務では東阪デュアルオペレーションで運用しつつ、BCP訓練を通じてオンデマンドの対応力も強化。被災時にはオンデマ
ンドオペレーションや在宅勤務も併用して対応の柔軟性を確保。

◆ フロント部門では在宅勤務をローテーションに組み込み、有事のスムーズな活用を目指しているほか、バック部門ではデュアルお
よびオンデマンドオペレーションとの併用で対応力を強化。

オンデマンドオペレーションと在宅勤務を組合せている事例

◆ 東京有事では東京の在宅勤務者が継続可能な業務を担当し、不足業務についてはスキルを持つ大阪の社員がオンデマンドで対応す
る体制を構築。

（※）平時には異なる業務を行い、BCP発動時にBCP対象業務に人員を振り向けることで業務継続・復旧を行う体制を示す。



３－３.在宅勤務におけるボトルネック①
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➢ 在宅勤務のボトルネックとして、多くの先がシステムの制約や紙業務の存在を挙げた。

在宅勤務のボトルネック
（ボトルネック「有」の回答割合）
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の制約
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３－４.在宅勤務におけるボトルネック②
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➢ 在宅勤務のボトルネックの解消に向けた取組みを進めている様子がみられた。

システムアクセスの制限への対応

◆ システム改修を行い、外部システムへのリモートアクセスを可
能としたことで、在宅勤務可能な業務の幅を拡げた。

紙書類・FAXを用いる業務への対応

◆ 請求書や契約書類といった紙ベースの業務が残存しているが、
文書管理システムの導入により、ペーパーレス化が進展してき
ている。

インフラ依存への対応

◆ BCP要員に対する乾電池式バッテリーの配付や災害時の優先携帯
電話の配備を進めている。

◆ 在宅勤務が利用できない場合に備え、拠点の特定の会議室や執
務スペースを非常用電源供給エリアとして運用している。

情報セキュリティの懸念への対応

◆ 在宅勤務時の情報流出リスクを低減するため、社外からのアク
セス権限を厳密に管理しており、自宅のWi-Fi環境が満たすべき
セキュリティ要件を厳守するよう社内で推進している。

◆ 在宅スタッフにシンクライアント端末を貸与し、業務をすべて
仮想デスクトップ上で実行。端末には顧客情報が残らない設計
とすることでセキュリティを強化している。



４.外部との連携・訓練
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４－１.社外との連携
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➢ 大阪拠点では、東京本社やグループ内の金融機関と連携した訓練に加え、グループ外の金融機関や委
託先と連携した訓練を行っている事例がみられる。

グループ外と連携した訓練

◆ 外部委託先、取引先金融機関、大阪拠点の銀行との取引や情報
交換・協力訓練を実施。

◆ 親会社と共同でメインバンクの大阪BCP拠点との資金繰り関係訓
練を実施。

◆ 帳票印刷の委託先、事務委託先、システム委託先などとの訓練
を実施。

東京本社やグループ内他社と連携した訓練

◆ 首都圏被災シナリオに基づく大阪拠点を利用した訓練を定期的
に実施。

◆ 外部機関が主催する訓練に本部・大阪支店が参加し、本部の業
務時間中被災を想定した訓練を実施。

◆ コール取引や日本銀行からの相対型電子借入に関連して、大阪
拠点で実務を確認する訓練を実施。

◆ グループ内の他社（銀行、信託等）との共同訓練を定期的に実
施（例：日銀ネットの相互利用、約定訓練、机上訓練）。

社外との訓練の実施状況
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